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第３回産業競争力会議議事要旨 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

（開催要領） 

1．開催日時：2013 年２月 26 日(火） 19:04～19:42 

2．場  所：官邸２階小ホール 

3．出席議員： 

議  長  安倍 晋三 内閣総理大臣 

議長代理  麻生 太郎 副総理 

副議長  甘利  明 経済再生担当大臣兼内閣府特命担当大臣（経済財政政策） 

同     茂木 敏充 経済産業大臣 

議員   山本 一太 内閣府特命担当大臣（科学技術政策） 

同   稲田 朋美 内閣府特命担当大臣（規制改革） 

同     秋山 咲恵 株式会社ｻｷｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ代表取締役社長 

同      岡  素之 住友商事株式会社 相談役 

同     榊原 定征 東レ株式会社代表取締役 取締役会長 

同     坂根 正弘 コマツ取締役会長 

同     佐藤 康博 株式会社みずほﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ取締役社長 ｸﾞﾙｰﾌﾟ CEO 

同     竹中 平蔵 慶應義塾大学総合政策学部教授 

同     新浪 剛史 株式会社ﾛｰｿﾝ代表取締役社長 CEO 

同     橋本 和仁 東京大学大学院工学系研究科教授 

同     長谷川閑史 武田薬品工業株式会社代表取締役社長 

同     三木谷浩史 楽天株式会社代表取締役会長兼社長 

臨時議員   岸田 文雄 外務大臣 

 

            

（議事次第） 

１．開 会 

２．環太平洋経済連携パートナーシップ（TPP）協定について 

３．閉 会 

 

（配布資料） 

○ 日米首脳会談（概要） 

○ 日米の共同声明（仮訳） 

○ 日米の共同声明（英訳） 

○ 秋山議員、竹中議員、新浪議員、長谷川議員、三木谷議員提出資料 

 

 

○環太平洋経済連携パートナーシップ（TPP）協定について 

（安倍内閣総理大臣） 

米国を訪問し、22 日にオバマ大統領と日米首脳会談を行った。首脳会談は、この三

年間で著しく損なわれた日米のきずなと信頼を取り戻し、緊密な日米同盟が完全に復活

した、と自信を持って宣言できるものであった。 

経済政策については、安倍内閣の「三本の矢」について説明し、オバマ大統領から、

歓迎し、強いリーダーシップを期待しているとのお話があった。日本経済の再生は、日
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米両国、さらには世界にとって有意義であるとの認識を共有した。 

TPP に関しては、その意義やそれぞれの国内事情を含め、じっくりと議論し、共同声

明を発出した。私は選挙を通じて、「『聖域なき関税撤廃』を前提とする TPP には参加し

ない」と国民の皆様にお約束をし、そして今回のオバマ大統領との会談により、TPP で

は、「『聖域なき関税撤廃』は前提ではない」ことが明確になった。 

大統領との会談では、これ以外にも、私たちが示してきた５つの判断基準についても

私から言及した。 

日米首脳会談の成果を踏まえ、本日の皆様から御意見をいただき、それを参考とした

上で、内閣総理大臣として国益にかなう最善の道を判断したいと考えている。本日は皆

様から忌憚のない率直なご意見を賜りたい。 

 

（岸田外務大臣） 

今回、安倍総理の訪米に私も同行し、ケリー国務長官との日米外相会談も行った。

首脳会談での経済関係のやりとりに関して、若干補足説明する。 

TPP に関しては、「日米の共同声明」の文書にある、①日本には一定の農産品、米

国には一定の工業製品といった、二国間貿易上のセンシティビティが両国にあること、

②最終的な結果は交渉の中で決まっていくものであること、③TPP 交渉参加に際し、

一方的に全ての関税を撤廃することをあらかじめ約束することは求められないこと、

の三点を明示的に総理がオバマ大統領と確認された。そして、TPP においては、聖域

なき関税撤廃は前提ではないとの認識を得られた。 

この他、経済面に関して、安倍総理より、米国産の液化天然ガスの対日輸出の早

期承認を依頼し、オバマ大統領より、米国における輸出許可についての審査はまだ続

いているが、同盟国としての日本の重要性は常に念頭に置いている旨述べられた。ま

た、総理より、クリーンエネルギーや原子力分野での連携を拡充したい旨述べ、オバ

マ大統領より、日米間の協力を進めていきたい旨の反応があった。このほか、宇宙・

サイバー分野での協力、気候変動や超電導リニア技術についても意見交換が行われた。 

 

（竹中議員） 

まず、安倍総理が日米首脳会談において見事な成果を上げられたことについて、国

民の一人として大変うれしく思っている。本日急な開催であり、議員全員と連絡を取

ることが困難であったため、連絡のついた５人が連名となった TPP に関するメモを提

出している。 

まず、TPP 交渉について、このような大きな政策は基本認識を共有することが重要。

やはり自由貿易を拡大すること、そして、経済連携を深めていくこと、とりわけ、ア

メリカとの連携においてそのような関係を深めていくことは世界の利益であり、いう

までもなく日本の利益である。そして、日本の産業は自由貿易による競争を通じて強

くなってきたという歴史的事実がある。これは基本認識ではないか。 

どうしても農業の問題に議論が集まるが、前回の産業競争力会議において新浪議員

や秋山議員からも報告があったように、日本の農業の潜在力は非常に高いため輸出産

業になり得るという認識を共有するべき。TPP の交渉に参加するか否かという問題以

前に、農業は高齢化の問題も含め、モチベーションの高い若い担い手を確保していく

必要があるため、農業の改革は必要不可欠である。その意味でも、長期的視点に立っ

て競争力を向上させて、海外に市場を求めていける体制を構築していく必要がある。

そのためにも、TPP 参加を期して、「守りの農業」から「攻めの農業」に転換していく、

そういう大きな決意を今すべきではないか。それを実現していくために、国は今後の

農業改革に対してしっかりと支援を長期にわたって行うことが必要だと思うし、経済
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産業界もそれを支援していく覚悟があると理解している。 

TPP 国内対策にあたり、ICT 活用推進も含め、競争力を強化するための制度改革を

重視していかなければいけない。もちろん、お金も必要なわけであるが、制度改革等

が伴って初めてお金も活きる。 

そして、TPP の結果何が起こるかという効果については、これまでもいろいろな省

庁で意見が違うとか、そういう議論もなされていたわけであるが、政府全体として一

体何が起こるのか、言ってみれば PDCA のサイクルをこの問題についても確立してい

く。内閣府においてそのような計量分析も行われているわけであるが、それをしっか

りとやっていく必要がある。そして、この交渉は極めて技術的な問題を伴うため、法

律専門家のリーガルサポートチーム、これは既にあると聞いているが、それを強化す

ることも必要なのではないか。 

言うまでもなく、これは交渉であるため、ゲームのルールを作るために、早く参加

する方がやはり有利である。とりわけ多国間交渉では、情報収集も兼ねて、そして有

利な交渉が可能になるという意味で、速やかに交渉に参加して、国益にかなう交渉を

是非していただきたい。 

 

（佐藤議員） 

まず最初に、訪米について、テレビ等で拝見していたが、非常に頼もしく、また、

成果を上げられたことについて、金融界、産業界、皆さん大変喜んでいる。 

その上で、今後の問題について５点ほど申し上げたい。 

１点目。TPP の問題は、誤解に基づく様々な情報の入り乱れが、国民の中に不安を

巻き起こしている。この点については、本当に懸念すべき事項と懸念すべきでない事

項というものを国民に対してしっかり説明していくということが非常に重要。竹中議

員が農業のことをおっしゃられていたが、自分の生産している農産品がどのような状

態になっていて、TPP に参加するとどうなるかということも、情報不足ゆえ御存知で

ない農家の方がいらっしゃるのではないか？また、FTA には賛成だが TPP には反対だ

ということをおっしゃる方もいる。この問題については、国民の理解というものが十

分ではない面も多い。通商交渉は、対象が広範囲で、内容が専門的で複雑で、情報公

開が不十分だという特徴があるので、誤解や思い込みを生みやすい。是非、正しい情

報の提供による不安の解消ということを第一にお考えいただきたい。 

２点目。TPP の問題は、何に反対して何を守るのかといった議論が横行するが、何

を実現しようとしているのかという観点、すなわち、TPP に参加することによって我々

が何を成そうとしているのかということについて、包括的な説明が必要。これは、総

理御自身が明確にお示しになるということがあったら、相当ポジティブな形で前に進

められるのではないか。どの分野は反対で、どの分野が賛成で、どの分野が利益があ

って、どの分野が不利益かといったことももちろん必要であるが、もう少し包括的な

形で、総理御自身が、TPP への参加で何を成されようとしているのかということ、日

本経済にとってどういうプラスがあるのかということを包括的に御説明いただけれ

ば大変ありがたい。 

３点目。TPP への参加に伴って国内改革の実施が必要で、痛みが生じる方も出てく

る。保障措置も含めた国内対策の立案・実行による懸念の払拭が必要不可欠であるが、

痛みを和らげる措置だけではなく、痛みを乗り越える仕組みを一緒に提案することが

大事。痛みを和らげるだけではなく、痛みを乗り越えるために何をしてあげられるの

かということをお考えいただく必要がある。 

４点目。交渉自体は大変複雑なものになってくるが、他の FTA の交渉の進展とも併

せて、TPP の交渉を他の FTA への参加のプレッシャーの中で、高度な戦略的な交渉に
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仕上げていくということが、国益を守る上で不可欠。TPP だけの交渉ではなく、他の

FTA の交渉も含めた複雑で高度な戦略を国として是非お作りいただきたい。 

５点目。様々な品目の中で何にプライオリティを置くのかということについて、是

非公正公平な議論をしていただきたい。 

 

（坂根議員） 

今回の交渉でサプライズであった部分は、米国側に工業製品についてセンシティビ

ティありということを出させた点である。普通、先進国同士の交渉では、聖域なき自

由化を言うぐらいであるから、特に工業製品については基本的に自由化であり、例外

部分は生活必需品とか、農産品に絞られてくるのが普通である。 

ただ、米国の場合は、どの分野かはここでは言及しないが、工業品について彼らに

とって非常に微妙な部分があるということであり、これは今後の交渉において、極め

て有利な材料が引き出された。 

TPP についてメッセージを発するときは、あくまでもアジア経済圏づくりの第一歩

であり、一里塚だという表現を使ってほしい。最終ゴールはアジア経済圏を構築する

ことが国益であるが、ASEAN＋３や ASEAN＋６でまとまるのだろうか。今アジア経済が

元気なのは、ミャンマーの例で分かるように政治が久方ぶりに安定してきているから

であり、いつまで政治の安定が担保できるのだろうか。 

アジアの政治の安定は、アジアの中だけでは無理があり、米国が入らないと保てな

い。最終ゴールは FTAAP しかなく、TPP はその一里塚であるととらえるべき。中国・

韓国との関係もあるし、政府としての言い方は極めて難しいだろうが、そのことを何

らかの形で触れていただき、TPP の成果を試算する際には、最終ゴールの FTAAP の成

果がものすごく大きいことも含めて試算をして欲しい。アジアの中の経済連携のイニ

シアティブを、日本が先導してとることをお願いしたい。 

TPP の議論となると、必ず産業界と農業でどっちが得をして、どっちが損をすると

いう議論になるが、産業界からいえば六重苦や七重苦の議論と一緒で、国際競争の土

俵のルールを同じにしてくれというお願いであり、有利にしてくれというものではな

い。イコールフッティングの上でこれが必要だということである。 

農業は成長戦略としてやれば、コメなど限定されたもの以外は何とかなると私は思

っている。是非この機会に農業も含めて攻めの戦略でお願いしたい。 

 

（榊原議員） 

冒頭の竹中議員のペーパーに私も参加したいと思う。できれば、佐藤議員、坂根議員

の御発言も含めペーパーを作り、産業競争力会議議員全員の総意として、これを勧める

という意見表明をすべきと思う。まずは竹中議員のペーパーに参加したい。 

先ほどの坂根議員の御発言とも重なるが、第１回産業競争力会議でも申し上げたとお

り、私は日本の製造業の競争力基盤が、近年いわゆる六重苦によって急速に弱体化して

いる、そういった実態を踏まえて、これを早期に解消して国際競争におけるイコールフ

ッティングを実現することが重要であると考えている。 

その中で、通商問題は、貿易立国を基本的な国のかたちとするものにとっては、極め

て重要な課題と考えている。アジア太平洋地域は引き続き世界経済の牽引役を果たして

いるが、この地域の持続的発展のためには、域内のレベルの高い経済連携を更に推進す

る、人、もの、サービスが自由に往来するシームレスなビジネス環境を構築する必要が

あると考えている。 

これまで、APEC の首脳会談の中でも、APEC 地域の経済統合という目標を進めるため

に、2020 年を目標に FTAAP、アジア太平洋自由貿易圏を完成させることが待たれている
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が、その目標に向けてのワンステップが今回の TPP の推進であり、次のステップが TPP

に参加していない国を包含する、いわゆる ASEAN＋６―ＲＣＥＰによる域内の包括的な

経済連携協定の締結であろうかと思う。 

日本の成長戦略を推進するためには、我が国がこのアジア太平洋地域の成長を積極的

に取り込んでいくことが不可欠であり、様々な国内問題はあるが、それを乗り越え、官

民一体となって一層国を開く、我が国が地域経済統合に主導的な役割を担うことが必要

であり、それこそが国家百年の計に照らした国益に適うものと考える。 

その意味で、安倍総理が今回日米首脳会談において、日本の TPP 交渉参加への大きな

道筋をつけていただいたことに対して、産業界としても心から敬意を表したいと思うし、

高く評価したい。また、全面的な支持の意向を表明したい。国内に根強い慎重論、反対

論があることは十分承知しているが、安倍首相におかれては、勇気を持って推進してい

ただきたい。 

 

（岡議員） 

貿易立国・投資立国である我が国が持続的に成長していくためには、経済連携の強

化が必要。今回、TPP 交渉参加に向けて大きな前進が見られたことは、大いに歓迎し大

いに喜ぶところ。また、高く評価したい。 

また、TPP にとどまらず、日中韓 FTA、RCEP も同時に推進していただきたい。日本及

び米国が参加する経済連携が成立すれば、その意義は経済分野にとどまらない重要な意

義を持つことになる。TPP、日中韓 FTA、RCEP が実現に漕ぎ着けた暁には、日本のみが

これらの経済連携のいずれにも参加しているという、経済連携の中核国家、キーストー

ンになるわけで、経済連携については、こうした高い目標を引き続き堅持していくべき。 

日本の持続的成長を維持するためには経済連携の推進は必要であるが、同時に、競

争力が十分ではない分野については丁寧なきめ細かな対応が必要。とりわけ、農業につ

いては、引き続き、競争力強化、成長産業化に向けて、十二分な対策を打っていく必要

がある。 

最後に、TPP に参加した場合、いろいろな分野において規制改革が求められることが

予想される。そのような場合には、規制改革会議でしっかりと受け止めて、必要な改革

を推進していく役割を果たしていきたい。 

 

（橋本議員） 

様々な問題への配慮が必要なのかもしれないが、科学技術を含め、日米間や太平洋諸

国との間では、市場の一体化と同時に競争が進んでいる。その観点から、TPP の推進、

アジアを含めたルール形成が重要と考える。 

農業に関しては前回の産業競争力会議でも議論になったように、国際競争力の強化が

必要。その際、先端科学技術研究とのコラボレーションは大きなツールになり得る。こ

こでも、省庁の枠を超えた共同作業が重要と考える。 

 

（長谷川議員） 

今回、TPP 交渉参加に際し全ての関税を撤廃することをあらかじめ約束することは求

められないことなどが共同宣言に盛り込まれたことは、大きな実績であり、総理の交渉

力、突破力、決断力に深甚の敬意を表する。 

また、アメリカ側にもセンシティビティがあることは事実ではあるものの、一方で、

日本側では真っ先に農業の問題があがる。 

国は、農業改革に対してしっかりした支援を長期にわたって行う、あるいは ICT 活

用も含めた競争力強化のための制度改革を重視すべきということはもちろんだが、やは
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りこの機会に国家戦略として農業の国際競争力をどう高めるのかということを是非考

えるべきである。 

オランダは、アムステルダム郊外のワーへニンゲンに半径 30km 圏の“フード・バレ

ー”を作っており、ワーへニンゲン農業大学とリサーチセンターを中心に、15,000 人

以上の研究者、食品関連企業 1,400 社、化学関連企業 69 社、研究機関・高等教育機関

21 機関を集積している。企業や研究機関を集中し、食品に関する梱包、輸送、保存、

種子の改良などの研究を国が音頭をとってやっている。支援と同時に、国家戦略的にこ

ういうことをやるということが是非とも必要である。 

 

（三木谷議員） 

まずは TPP、本当に良い方向に行っていると思っているので、総理のリーダーシップ

に大変敬意を表したい。 

その上で、TPP の中において、取り扱われているイシューは、BtoB のような問題が

中心と思うが、BtoC、消費者向けの取引も重要で、少額の場合は基本的に関税がかかっ

ていない。既にデジタルコンテンツの分野では、海外のサイトからダウンロードするこ

とが主流であり、これからサービス、金融、物販、そういうものの国境が基本的に無く

なっていくということを考えていくと、まず一つ、消費税の問題が出ると思う。日本か

ら買った場合は消費税がかかるが、アメリカから買った場合にはかからなければ、例え

ばグアムから、日本に向けた場合は、関税もかからないし、消費税もかからないという

場合も出てくる。これはヨーロッパでもどこの FTA のところでも起こってくるが、基本

的には消費税問題というのは大変大きくなってくるので、この辺をイコールフッティン

グにするようにしなくてはいけない。 

また、様々な規制があり、結局、BtoC の分野も国際競争になるため、むしろ日本の

企業が日本の規制にがんじがらめになって不利であると、そして、我々の競合相手、今

までは日本の企業だけだったのですけれども、これからアメリカの企業も競争相手にな

ってくるので、一段の規制緩和というものを作ることによって、アメリカの企業とある

いは他の企業と対等に戦っていく必要がある。そのため、是非、規制緩和を進めていく

ことが必要である。 

もう一つ、当然、今後はますます、そういう意味で競争が激しくなっていくことか

ら、日本の産業、企業、そして日本の国民のより一層の国際化、とりわけ英語教育がま

すます重要になってくるのではないかと思っている。当然、我々も自由貿易で、様々な

新しいオポチュニティも出てくると思うが、一方で、海外企業との競争も激化するのは

間違いないと思われるため、とにかく英語力のアップ、産業力のアップというものがま

すます重要になる。 

 

（新浪議員） 

今回の件は、やはり、世の中に閉塞感が漂っている中、消費者の皆さんにとって、

何かが起こるということ、起こっていくということが明確に出てきたことは、大変良

いことだと思う。いわゆる景気の「気」を揺さぶって、良い方向にあるのではないか、

良い方向に行くのではないか、こういうことを思った。 

今回の TPP というのは、マクロピクチャ的には日本が付加価値創造国になることの

トリガーであり、これはコメにしても農産物にしても決してコモディティを目指して

いるのではなく、やはり付加価値の高いものを参加国との間において、それぞれ分割

してやっていく中で、質の高いものを日本が目指していくことに意味を成すのではな

いかと思っている。 

それと、実は中小企業の方々とよく話す機会があるのだが、「寿司マシーン」を作
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ったり、コンビニであれば「おにぎりマシーン」を作ったりしているのは、ほとんど

が中小企業である。中小企業のすりあわせ技術が活きており、これがいわゆる付加価

値である。しかし、行きたくても海外に行けない。売りたくても交易条件が大変悪い

状況で、更にまた円高だったり、大変悩んでいた方々がたくさんいる。そのような意

味で中小企業の方々の雇用の維持、また、元気付けを是非していただきたい。そうい

う意味もあることが大変重要だと思う。 

もう一つ、私どももインドネシアでやっているが、日本の企業がサービス業を始め

として資本がなかなか自由にならない。これからメンバーになってくる ASEAN の企業

も増えてくると思う。例えば、タイであれば外国企業が資本を 51％取れない。そんな

中で、不自由な資本出資を結構やっている。そういった意味で、資本が自由になると

いうことは、例えば世界一のサービス産業であるコンビニが、もっとより早く出て行

くことができる。そしてまた、その中で日本からの新しい、いいものをどんどん棚に

並べることができる。 

実は、ASEAN の中においても、インドネシアで本来であれば鳥がタイから買えるは

ずなのに買えていないことなど、実はルールがあってないような状況である。このよ

うな TPP でルール作りをすることによって、実は交易が世界的に、また、発展著しい

アジアで伸びていくことができる。実はアメリカではなく日本が、それを中心的にや

っていくことができるのではないか、そして ASEAN 諸国はそれを望んでいるのではな

いかと思う。そのような意味から、私どもサービス業にしても、この日本の強いコン

セプトを、資本の自由化によって出して行くことができる。大変ありがたいことと思

う。 

農業については、先程、竹中議員がおっしゃられたとおりであるが、御案内のとお

り、オレンジにしてもチェリーにしても、日本は、きついときでも期限を限れば必ず

良い商品を出し、イノベーションが起こる。これもイノベーションのための一里塚で

ある。 

 

（安倍内閣総理大臣） 

基本的には、これから国内への影響等を勘案しながら判断をしようと思っている。

米国には米国の様々な事情がある。いずれにせよ、交渉するか否かについては、自民党

の役員会において、私に任せてくれということを申し上げ了とされているが、丁寧に、

説明をしながら、事情を聞きながら、進めていきたいと思っている。 

 

（麻生副総理） 

工業品の話を坂根さんはしたが、アメリカにも肉やさとうきびなどセンシティブにな

らざるを得ない品目はあるはず。日本のマスコミは被害者意識を色濃く出したような報

道が多過ぎて、日本だけが被害者というイメージが作られてしまう。 

だけど、農家というのは、儲かっている人もいる。ICT を使ってすごい。現場に行っ

たらびっくりしてしまう。ああいう人たちがいるという現実が知られていない。その辺

は、現場を歩かないと分からないものだ。 

前回秋山議員の言われた話で、カロリーベースだけに注目が集まることはいかがなも

のか。世界中でそういう傾向があるのは日本と韓国くらい。 

考え方の違いだと思うが、駄目だ、駄目だと言われているものだから、何となく駄目

なんじゃないかな、と思ってしまうので、正しい情報をきちんと伝えるというところを

ちゃんとやっていかなければいけないのかなと、私自身はそう思う。 
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（茂木経済産業大臣） 

率直に申し上げて、アメリカとの協議の中で、日本だけでなくアメリカにもセンシテ

ィビティがあり、苦労していると感じている。今回これだけ明確な共同声明を総理とオ

バマ大統領に発していただいたことで、新しい流れができていると思う。 

 

（甘利大臣） 

議論も尽きないが、民間議員の方々からは我が国の国益を踏まえて、国内対策に配慮

しつつできる限り早期の参加を目指して、という意見が相次いだと理解。本日のご意見

を踏まえて、今後の産業競争力会議においては、経済連携の促進を含む国際展開戦略に

ついても議論を深めていきたい。 

 

 （以 上） 


